
中国経済の景気指標が悪化 
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最近になって、コンビニストアの相次ぐ閉店最近になって、コンビニストアの相次ぐ閉店最近になって、コンビニストアの相次ぐ閉店最近になって、コンビニストアの相次ぐ閉店と同時期に、外資系と同時期に、外資系と同時期に、外資系と同時期に、外資系

の総合型デパートも閉店し始めた。また、小売の王様と言われていの総合型デパートも閉店し始めた。また、小売の王様と言われていの総合型デパートも閉店し始めた。また、小売の王様と言われていの総合型デパートも閉店し始めた。また、小売の王様と言われてい

るカルフールが中国事業を完全に売却するというニュースが流れ、るカルフールが中国事業を完全に売却するというニュースが流れ、るカルフールが中国事業を完全に売却するというニュースが流れ、るカルフールが中国事業を完全に売却するというニュースが流れ、

小売業界は、大変混乱している。小売業界は、大変混乱している。小売業界は、大変混乱している。小売業界は、大変混乱している。    

    

虹橋開発区エリアの中、総合デパートである外資系の虹橋パックソ

ン（ＰＡＲＫＳＯＮ）がついに閉店へ。入居先の「虹橋上海城」と

の１０年間のテナント契約が今

年１１月に切れるためで、今後

は、現在の「パックソン天山店」

が「虹橋店」へと名称を変更し、

営業を引き継いでいくという。                                

外資系の虹橋パックソン（ＰＡＲＫＳＯＮ）    

 

 



また、先日、小売の王様と言われているカルフールが中国業務を完

全に売却するというニュースが流れ始め、小売業界が非常に混乱し

ている状態。カルフール側が５，０００億円で売却したいのに対し、

中国の大手会社である中糧グ

ループ側が約半値の２，５００

億円で買い取る計画であり、双

方交渉が難航しているようだ。 

 

                 小売の王様と言われているカルフール 

カルフールは１９９７年に中国市場へ進出してから、既に１５年

間経過しており、スーパーマーケット業界では、業績がトップにな

っている。関係者からの情報によると、２００４年までに開店した

お店は、すべて黒字になっていた。２００５年～２００８年までに

開店したお店は、賃貸料の高騰によりあまり儲からないが、維持が

出来る。問題は、２００８年以降開店したお店で、人件費を含め中

国での経営コストが増大により、殆ど赤字に陥り２０１５年の賃貸

契約の更新時期には、今の経営コストなら完全に赤字になってしま

うという恐れがある。 



一方、外資系２位のイギリス小売大手会社ＴＥＳＣＯも、中国事業

を縮小するという方針を発表し

た。物件コストの増大などを背景

に、今後は、中国事業を一括に売

却する可能性もあり、昨年から、

地域により店舗を既に閉店して

いる。             外資系２位のイギリス小売大手会社ＴＥＳＣＯ 

２００４年～２００６年の間、ＴＥＳＣＯは、６２５億円の資金

で当時「康師付」から４５店舗分のスーパーマーケットを買収し、

２０１１年１２月３１日時点で、中国国内に１０３店舗のスーパー

マーケットを経営していた。 

 

更に、建築資材をメインとした英キングフィッシャーグループの

ホームセンター「Ｂ＆Ｑ中国」（百安居）も経営が悪化している。第

１四半期の売上高は、前年同期比６．８％減となり、５億円の赤字

で、６年連続赤字となりそうだと発表した。同社は１９９９年に中

国進出し、豊富な資金力を背景に短期間で一気に出店し、ピーク時

には６３店舗を展開していた。当時の中国総裁だった偉哲氏は、２



０１０年には中国全土３０都市に１００店舗を展開し、売上高２，

０００億円を目指すと話していたが、２００７年から、中国でＤＩ

Ｙ愛好者が増えないことに加え、経営コスト増大などにより、数年

で２０店舗を閉店した。 

 

中国事業を撤退するのは、スーパーマーケットだけではなく、人

気があるブランドまでに広がっている。情報によると、上海市南京

西路のショッピングモール（中信泰富広場）に出店していたファシ

ョッンブランド「エスプリ」が７月３１日から営業を停止し、テナ

ントを撤退した。 

中国香港に本社を置く同ブランドは、２００１年から同モールに

出店し、若い者向けファショッンの中心的存在として支持されてい

たが、賃貸契約満了を機に撤退した。なお、上海地下鉄１号線終点

にある総合的デパートパックソン（ＰＡＲＫＳＯＮ）内の店舗も撤

退する予定。 

 

外資系の小売業者の一連撤退事件から、業界内は非常に混乱して

いる。関係者の話によると、将来的に上海のＧＤＰへ影響も与える



恐れがあるため、上海政府が景気悪化の阻止に動いていると同時に、

経済政策を見直しているという。 
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